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に悪化し、コストダウンの諸施策によってもこれを補いきれなかったことなどから、













憾であり、株主の皆様をはじめ関係の皆様に多大なご迷惑をおかけしたことを深

くお詫び申しあげます。

　当社グループといたしましては、これらの事実を厳粛かつ真摯に受けとめ、今

後、法令遵守の徹底をさらに強化し、グループ一丸となって信頼の回復に取り組









⑻　主要な営業所および工場等（平成 年３月 日現在）

① 当社

　・本　社：東京都千代田区丸の内二丁目 番 号

　・営業所：関西支社（大阪市）、中部支社（名古屋市）、九州支社（福岡市）

　・工　場：千葉事業所（千葉県市原市）、日光事業所（栃木県日光市）、平塚事業

所（神奈川県平塚市）、三重事業所（三重県亀山市）、大阪事業所（兵

庫県尼崎市）

　・研究所：横浜研究所（横浜市）

② 子会社











氏　名 地位および担当
他の法人等の代表状況および兼職の
状況（※は他の法人等の代表状況）

藤 田 　 讓 監査役（非常勤）

朝日生命保険相互会社取締役会長（※）
社団法人ユナイテッド・ワールド・カ
レッジ日本協会会長（※）
富士急行株式会社取締役
株式会社ADEKA監査役
横浜ゴム株式会社監査役
日本ゼオン株式会社監査役
日本通運株式会社監査役
富士電機ホールディングス株式会社監
査役
日本軽金属株式会社監査役

工 藤 　 正 監査役（非常勤）

富士電機ホールディングス株式会社取
締役
明治製菓株式会社取締役
朝日生命保険相互会社取締役
伊藤忠商事株式会社監査役

（注）１．取締役 野哲夫、金子崇輔および藤田純孝の各氏は、社外取締役です。
２．監査役藤田讓、工藤正の両氏は、社外監査役です。
３．各監査役が有する財務および会計に関する知見は次のとおりです。
　　・監査役小川博正氏は、当社グループにおいて法務、財務、会計部門の責任者等を歴任し
ており、財務および会計に関し、相当程度の知見を有しております。

　　・監査役伊藤隆彦氏は、当社グループにおいて会計、資材、人事総務部門の責任者等を歴
任しており、財務および会計に関し、相当程度の知見を有しております。

　　・監査役藤田讓氏は、金融機関の代表取締役をつとめ、また、





⑵　当該事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額

（注）１．株主総会決議による取締役報酬限度額は年額６億円（使用人兼務取締役の使用
人分給与は含まず）、監査役報酬限度額は年額 百万円であります。

２．上表の員数および支給額には、第 回定時株主総会終結の時をもって退任し
た取締役３名および監査役１名を含んでおります。

３．JM１憤ルピア9（使用人兼務取締役の使用





　　②　社外監査役

　　　

氏　名
出席状況

発言の状況
取締役会 監査役会







①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制（会社法第 条第４項第６号前段ならびに会社法施行規則（以下「規

則」という）第 条第１項第４号）

・「古河電工グループ企業行動憲章」を倫理法令遵守の基本理念とし、「コンプラ

イアンスに関する規程」に基づき、社長が最高責任者となり、コンプライアン

ス委員会を中心として、社内教育や法令違反の点検などのコンプライアンス活

動を推進する。





⑥　当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（規則第 条第１項第５号）







衛策として「当社株式等の大規模買付行為への対応策（以下「本プラン」といい
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Ⅲ．重要な会計方針





　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、為替予約について振当処理の要件を満たし
ているものは振当処理を、金利スワップについて
特例処理の要件を満たしているものは特例処理を
採用している。

⑵ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　　金利スワップ…………………借入金
　　　　　為 替 予 約…………………外貨建売掛債権、外貨建買入債務等
　　　　　地金先物取引…………………原材料、仕掛品
⑶ヘッジ方針………………………………借入債務、確定的な売買契約等に対し、金利変動、

為替変動及び原材料価格変動等のリスクを回避す
ることを目的としてヘッジを行なっている。

⑷ヘッジ有効性評価の方法………………







　



　損　益　計　算　書 （平成 年４月１日から平成 年３月 日まで）　

（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示している。

科 目 金 額

　　売 上 高
　百万円



株主資本等変動計算書







行基準を採用している。
　８．リース取引の処理方法……………………リース取引開始日が平成 年４月１日以降の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通
常の売買取引に係る会計処理によっている。なお、
リース取引開始日が平成 年３月 日以前の所有
権移転外ファイナンス・リース取引については、引











計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成 年５月７日









現 行 定 款











候補者
番　号

氏 名
生 年 月 日

略歴、地位および担当
＊他の法人等の代表状況

所有する当
社株式の数

北 野 谷 　 惇
昭和 年 月８日生

昭和 年４月　当社入社
平成 年６月　当社取締役エレクトロニクス・コ

ンポーネント事業部長
平成 年６月　当社常務取締役兼執行役員常務、

エレクトロニクス・コンポーネン
ト事業部長

平成 年４月　当社常務取締役兼執行役員常務、
電装・エレクトロニクスカンパ
ニー長

平成 年６月　当社専務取締役兼執行役員専務、
電装・エレクトロニクスカンパ
ニー長

平成 年６月　当社取締役兼執行役員副社長、

ニー長
平成







ての豊富な知識・経験を有し、主に事業再編や各種年度計画等の議案につき、事業運営









いては、リスク管理等の観点から、主に事業再編や各種年度計画、リスクマネジメント等
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